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1. ため池用語集 
 

本手引に用いる用語の定義や注意事項について以下に示す。 

1. 本手引の「調査」に関する用語の定義や注意事項 

(1) 概況調査 堤体や洪水吐、取水設備等ため池関連施設の変形、欠損、漏水等、

ため池の老朽度を把握して改修の必要性を明らかにするための調

査。 

(2) パイピング 作用水圧によって細粒土粒子が流出し、流路が拡大する現象であ

り、土質地盤や土質構造物の水理破壊の原因となる。 

(3) 堤体変形 波浪浸食や沈下によって堤体に断面欠損等が生じている状態。 

(4) 基準点 公共座標と関連づけられた基準となる点。設計構造物の現地設定、

既設水路や周辺道路との取り付け、古いボーリング位置の現地再

現等に支障がないよう対処する必要がある。 

(5) 地質調査 ため池施設の安全度を検討する際に重要な基礎地盤データを得る

ための調査。 

(6) 土質調査 築堤材料や基礎地盤の性状を把握するための調査。 

(7) 築堤材料 堤体を構成する材料。 

(8) サウンディング 地中にロッドやコーンを貫入させて土性を調べる調査方法であ

り、標準貫入試験やスウェーデン式貫入試験がある。 

(9) 試掘坑 いわゆるテストピットであり、土層の目視観察や試験材料の採取、

現場密度試験や透水試験等を行う。 

(10) 土質試験 土質試験には現場試験と室内試験がある。室内試験は物理試験と

力学試験に分けられる。 

(11) 標準貫入試験 質量 63.5 kg のハンマーを 0.75 mの高さから自由落下させ、サン

プラーを 0.3 m打込むのに要する打撃数（N値）を求める試験。 

(12) 軟弱地盤 構造物の基礎地盤として、十分な支持力をもっていないため、す

べりや圧密等の沈下によって構造物が悪影響を受ける恐れのある

地盤。 

(13) 水みち 堤体や地盤の中に形成される、局所的な浸透水の通り道。これが

原因でパイピングや漏水が発生する。 

(14) 透水係数 土が水を通しやすい程度を表す指標。浸透水量の予測、堤体材料

や基礎地盤の水密性評価に用いられる。測定方法としては主にパ

ッカー法が用いられるが、土質によってはケーシング法を用いる

ことがある。 
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2. 本手引の「設計洪水流量」に関する用語の定義や注意事項 

(1) 設計洪水流量 ため池の設計上考慮する最大の洪水量で、A 項、B 項、C 項流量の

三者のうちの最大値に 20 %の余裕を見込んだ洪水量である。 

(2) A項流量 確率的に 200年に 1回起こると推定される 200年確率洪水流量。 

(3) B項流量 観測あるいは洪水痕跡から推定される既往最大洪水流量。 

(4) C項流量 気象・水象条件の類似する近傍流域における水象、又は気象の観

測結果から推定される最大洪水流量。 

(5) 洪水到達時間 流域最遠点の降雨の影響（雨水による撹乱）が下流端に達する時

間。 

(6) 降雨強度 洪水ピーク流量を求める際に用いる、単位時間当たりの降雨量を

示す指標（mm/h）。 

(7) 特性係数法 10 分雨量と 60 分雨量から降雨強度曲線式を決める方法。降雨強

度公式の定数決定に際しては、特性係数法が一般的であり、極め

て容易かつ高精度に確率降雨強度公式が算定できる。 

(8) ピーク流出係数 ピーク時の降雨量に対して地表を流下する雨水の割合を表す数値

である。 

(9) 貯留効果 洪水が流入した際、ため池が一時的に水を溜めることで、洪水吐

から下流へ流れる流量を抑制する効果。 

(10) h-V曲線 ため池の水深（h）と貯水量（V）の関係を示したグラフ。 

(11) 流出係数 降雨量に対するため池への流出量の比率を表す係数。土地の条件

（宅地や森林等）により係数値は変化する。 
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3. 本手引の「堤体」に関する用語の定義や注意事項 

(1) 堤体 基礎地盤上に築造された、ため池の本体。 

(2) 堤体改修工法 ため池として必要な機能及び安全性を回復させるための工法。 

(3) 均一型 現況堤体の土質とほぼ同質の土質材料で改修する形式。 

(4) 傾斜遮水ゾーン型 現況堤体の上流側に傾斜した遮水ゾーンを設け遮水する型式。遮

水効果が高く、現況堤体とのなじみもよい。 

(5) 中心遮水ゾーン型 遮水ゾーンを中央に設け遮水する型式。 

(6) 表面遮水型 表面遮水材料には、合成ゴム系シート、合成樹脂系シート等があ

る。遮水性材料の入手が困難な場合に適する形式。 

(7) 堤体グラウト型 堤体からの漏水経路が明らかな場合に行われる形式。 

(8) 透水性地盤 レキ質土等からなり、水が通りやすい地盤。 

(9) 難透水性地盤 シルトや砂混じり粘土等からなり、水が通りにくい地盤。 

(10) 浸潤線 堤体内飽和浸透流の自由水面を表す線。 

(11) 浸透量 堤体及び基盤内を通過し、堤体下流側で観測される水の量。 

(12) 下流法先ドレーン 堤体下流法先部に設置されるドレーンであり、堤体下流斜面に浸

透水の浸出点が表れないよう浸潤線を低下させるために設置され

る。 

(13) ポータブルコーン

貫入試験 

小型軽量のコーン貫入試験機を用い、測定した平均抵抗値をコー

ン断面積で割ることでコーン貫入抵抗（qc）を求める原位置試験

である。地盤断面の概況を把握し、土質構成や地盤強度を調べる。

標準貫入試験より簡便で連続的なデータが得られる。 

(14) 支持力 地盤が上からの荷重に耐えることができる能力。堤体の安定性や

基礎地盤の適性評価において基本となる地盤定数で、ため池設計

における許容支持力は安全率を考慮して設定される。 

(15) 水密性 構造物が水の浸透や漏水を防ぐ性能である。水密性の評価には、

透水試験や浸透解析が用いられる。 

(16) すべり破壊 土塊が重力や外力によって不安定となり、特定のすべり面に沿っ

て滑動する現象である。堤体の安定性評価においては円形すべり

面スライス法により安全率を算定する。 

(17) 圧密沈下 荷重作用により土中の間隙水がゆっくり排出されることで、土が

圧縮され沈下する現象である。軟弱地盤上の堤体で発生し、長期

間にわたって進行する。（粘土質地盤で発生する） 

(18) 間隙水圧 土粒子間の間隙に存在する水が示す圧力。ため池では堤体の安定

性や堤体または基礎地盤の液状化に影響する。 

 

 



参考資料-1 ため池用語集 

参考-1-4 

4. 本手引の「洪水吐」に関する用語の定義や注意事項 

(1) 洪水吐 設計洪水量以下の流水を安全に流下させるための施設。 

(2) 洪水吐流入方式 一般的な側溝水路式、正面越流式やラビリンス式等のほか、水路流

入式や取水塔と兼用したタワー式など各種の流入方式がある。 

(3) 放流水路 放流水路は急勾配水路とするのが一般的であるが、階段水路やらせ

ん流水路等の方式もある。 

(4) 減勢工 跳水現象が発生する一定高さの下流水位を得て減勢する静水池式

減勢工や落差工方式が一般的であるが、衝撃型減勢工（インパクト

ボックス）やスロットグレーチング式減勢工等もある。 

(5) 越流堰 越流堰の形状はハロルド曲線を用いた標準型越流堰が一般的であ

るが、小規模なものでは施工性を考慮して、1/4 円弧堰などの簡易

越流堰とすることもある。 

(6) ラビリンス堰 堰軸をジグザグにして長くすることで水路単位長さ当たりの越流

水頭を小さくし、あるいは、一定越流水頭のもとでは水路長を短く

できる利点がある。 

(7) 水面追跡計算 水面追跡計算は水理的規定点（コントロールポイント）を特定し、

常流水路では下流から上流へ、射流水路では上流から下流へ向かっ

て計算する。 

(8) フルード数 流れの慣性力と重力の比を表す値。流れの状態を判定する重要な指

標である。フルード数 (Froude number) Fr=V/ (gD)1/2 

(9) 常流・射流 フルード数を指標として、Fr＜1 で常流、Fr=1 で限界流、Fr＞1 で

射流で表される。 

(10) 跳水 流れが射流から常流に変わるとき水面が不連続に変化すること。 

(11) 構造計算 洪水吐水路の構造は所定の土圧、水圧、揚圧力（浮力）及び地震荷

重や上載荷重などに対して安定でなければならない。 

(12) コンタクトクレイ 土質材料と基礎岩盤面あるいはコンクリート構造物面が接する箇

所において密着性をより高めるために使用する粘土質材料をいう。

境界面からの漏水を防止する遮水材料である。 
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5. 本手引の「取水施設と緊急放流施設」に関する用語の定義や注意事項 

(1) 取水施設 かんがい用水に必要な流量をため池から取水するための施設。 

(2) 緊急放流工 緊急放流量及び工事中の洪水量を安全に放流することのできる施

設。 

(3) 温水取水 水田補給水の冷水障害等を軽減するため、貯水池の表層に形成され

る温水躍層から取水すること。 

(4) 選択取水 取水口が複数設けられており、任意の水深から取水すること。 

(5) 斜樋 地山又は底樋に近い堤体盛土上に傾斜して設置された取水施設。 

(6) 取水塔 コンクリート製又は鋼製のタワー型取水工。 

(7) 底樋 池底の水を取水するための施設。 

(8) 不等沈下 土質性状の異なった地盤上に構造物を設置した場合に起きる沈下

現象。盛土の締固めが不十分であったり、地盤の厚さが不均一であ

ること等にも起因する。 

(9) 底樋止水壁 底樋外周面に沿った土粒子の流出を防ぐために設けるコンクリー

ト壁。 

(10) 緊急降下水位 堤体に変状が発生した場合や地震発生直後に堤体保全を目的とし

て維持すべき水位。 

(11) ため池栓 ため池の取水施設に設置される栓状の閉塞装置。貯水時には閉塞し

て水を蓄え、放流時には栓を開けることで所要の水量を下流に供給

する。 

(12) フロート式 水面に浮かぶ浮体（フロート）に取水口を設置し、水位変動に追従

して常に表層水から取水を行う方式。温水取水が可能である。 

(13) ゲート式（単軸型） 1 本の操作軸により複数のゲートを開閉する方式である。ゲートの

開閉で取水量を制御する方式。 

(14) ゲート式（多軸型） 複数のゲートを、ゲートごとに 1本の操作軸で個別に開閉する方式

である。各ゲートが独立して作動するため、いずれかの操作軸また

はゲートが故障しても、他のゲートで取水機能を維持できる。 

(15) 土砂吐ゲート 底樋の入口に設置するゲートである。 

貯水中に堆積した土砂の排出やため池の水を完全に抜くときに使

用する。 

(16) 導(胴)樋管 斜樋と底樋が離れた位置にある場合にこれらを接続する管。 

(17) 柔構造 地盤変形に追従できる可とう性を持つ構造である。剛構造より変形

適応性に優れ、不同沈下による破損を防止できる。 
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6. 本手引の「施工」に関する用語の定義や注意事項 

(1) 施工計画 所定の期間内に、設計条件を満足する構造物を経済的、かつ安全に

建設することを目的とする。自然条件に加え、工事的社会的条件等

多岐にわたる事項を考慮し計画を立案する。 

(2) 自然的条件 ため池周辺・洪水吐・材料採取地・建設発生土受入地・ストックヤ

ード・工事用道路の地形、地質。雨量・降雨日数・気温・降雪・水

利用の状況等の気象・水文。動植物の生態系など。 

(3) 工事的条件 堤体材料の粒度・含水比・密度等の材料の性質と賦存する量等。施

工機械・仮設備等の施工設備。仮排水路・洪水吐・工事用道路等の

付属構造物など。 

(4) 社会的条件 騒音・振動・夜間工事・自然保護・環境保全等の工事環境。用地補

償・地域の慣習等の社会環境など。 

(5) 工事用道路 ため池工事を進めるうえで必要となる仮設道路の総称で、工事用車

両の通行を確保（工事用資機材・土砂等の搬入出および施工機械に

よる作業）するために新設する工事用進入路、堤内工事用道路、堤

外工事用道路等を含む。計画に当たっては、地形、作業手順、施工

機械の種類等を総合的に考慮する。 

(6) 排水処理 工事区域外に排出される排水水質や処分するケーキ等が基準を満

たすようにすること。 

(7) 浚渫 ため池の底に溜まった泥土（堆積泥土）を取り除くこと。貯水容量

の回復と水質改善を目的とする。 

(8) 刃金土 透水性が非常に低い粘性土で、堤体及び基礎地盤からの漏水を防止

する役割を果たす。 

(9) 釜場 施工時に湧水や雨水を一時的に集水する仮設施設。 

排水ポンプを設置するための施設でもある。 

(10) 湧水 地下水が地表面に自然に流出する現象。堤体施工時の品質確保や完

成後の安定性に影響するため、湧水処理と排水対策が重要な検討項

目となる。 
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7. 本手引の「耐震設計」に関する用語の定義や注意事項 

(1) 液状化 飽和した砂質地盤が、地震動による間隙水圧の急激な上昇により、

せん断強度を失うこと。 

(2) 応答スペクトル 

①加速度応答スペクト

ル 

②速度応答スペクトル 

③変位応答スペクトル 

特定の地震動時刻歴を受ける、任意の固有周期と減衰率をもつ 1自

由度振動系の最大応答値を定義したグラフ。通常減衰率を一定とし

て固有周期に対して最大応答値をプロットする。対象とする応答値

が加速度か、変位かによって①加速度応答スペクトル、②速度応答

スペクトル、③変位応答スペクトルがある。 

(3) 慣性力 地震動により物体の質量に比例して生じる力で、その大きさは質量

に地震加速度を乗じて得られるものである。（地震慣性力） 

(4) 許容応力度 許容応力度法において、構造物の安全性を確保するために設定され

る部材断面に発生する応力度の許容値である。 

(5) 許容応力度法 部材は弾性変形をするという仮定に基づき、弾性理論によって算定

された部材の応力度が許容応力度以下であることを検証して部材

の安全を確かめる設計法である。 

(6) 固有周期 どのような構造物も質量と剛性（たわみ性）を有している。この二

つと支持条件から力学的に定まる、固有振動型（(13)振動モード参

照）と、これに対応する振動周期（単位は時間）とが定義できる。

この振動周期のことを言う。一般には無数の振動型と固有周期が定

義されるが、周期の大きさ順に整理され（次数という）、現実の応答

に支配的なのは通常次数の低いものである。 

(7) 地震応答 地震力に起因した構造物系のあらゆる部分における変位、速度、加

速度、応力、断面力等の物理量。 

(8) 地震荷重 耐震計算法において用いられる工学的に評価された地震力。地震力

とは、物体の重量に設計水平震度を乗じた慣性力、土圧、水圧等の

総称。 

(9) 地震動 地震によって引き起こされる波動（地震波）の伝播により、地表若

しくは地中に発生した揺れをいう。 

(10) 沖積層 第四紀沖積世（完新世）に形成された新しい地層で、礫、砂、泥、

泥炭などで構成される未固結の地層。 

(11) 地盤種別 地盤の振動特性に応じて、工学的に評価された地盤の種別。地盤の

基本固有周期により I、II、III種に分類される。 

(12) 震度法 

（固有周期を考慮しな

い設計水平震度を用い

る） 

設計水平震度を用いる一般の耐震設計法。震度とは、構造物に作用

する地震力を表す等価な静的力を想定する時、これを構造物自重で

除した値。 
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(13) 振動モード (6)固有周期に記載のとおり、ある固有周期で振動する構造物には

特定の振動形が対応する。その振動形（変位分布）をいう。現実の

応答に及ぼすモードの支配率は振動次数による。 

(14) 静的解析法 震度法等に採用されているように、本来は動的な地震力を静的な外

力に変換して静力学的に解析する計算法。 

(15) 設計水平震度 震度法では構造物重心に危険側水平方向に地震慣性力を作用させ

るが、構造物には自重が下方に作用している。この慣性力と自重の

比のことをいう。 

(16) 耐震性能 構造物に要求される耐震設計の目標とする性能であり、施設の重要

度により「健全性を損なわない」、「致命的な損傷を防止する」、「限

定された損傷にとどめる」のいずれかの性能を設定する。 

(17) 耐震設計上の地盤

面 

構造物や土の質量に起因する地震慣性力をその面より上方では考

慮し、下方では考慮しないとして定めた地盤面。 

(18) 耐震設計上の基盤

面 

対象地点共通する広がりを持ち、耐震設計上振動するとみなす地盤

の下に存在する十分堅固な地盤の上面。工学的基盤面。 

(19) 地表面 地盤種別等を求める際に考慮する地盤表面。 

(20) 動的解析法 構造物、地盤を動力学的にモデル化し、解析する計算法。 

(21) 有限要素法 骨組み構造や連続体の構造解析に用いられる数値解析法のひとつ

で、全体系を節点を介する要素に分解する。節点により全体が連続・

連携していることを用いて力学構成方程式を組立て、この方程式を

解く方法。 

(22) レベル 1 地震動 施設の供用期間内に 1～2回発生する確率の地震動。 

(23) レベル 2 地震動 発生確率は低いが地震動強さの大きな地震動。その発生要因により

以下の 2種類がある。 

(a) タイプⅠ地震動 

発生頻度が低いプレート境界型の地震で、大きな振幅が長時間繰返

して作用するものである。代表的なものに大正 12年の関東地震（マ

グニチュード 8.2 ともいわれる）がある。 

(b) タイプⅡ地震動 

発生頻度が極めて低い内陸直下型の地震で、継続時間は短いが極め

て大きな強度を有するものである。代表的なものに平成 7年の兵庫

県南部地震（マグニチュード 7.2）がある。 
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(24) 液性限界 土が塑性状から液体状に変化する境界の含水比。土の分類や盛土材

料の適性判定に用いられる基本的な土質定数。 

塑性状態（ねばる固体）→液体的に流れる状態に変わる境界の含水

比。 

(25) 塑性限界 土が塑性状から半固体状に変化する境界の含水比。土は塑性限界付

近で最も良く締固まる。 

半固体状態（ボロボロ）→塑性状態（ねばって成形できる）に変わ

るときの含水比。 

(26) 塑性指数（IP） 液性限界と塑性限界の差。 

塑性指数 IP＝液性限界 wL（％）-塑性限界 wP（％）より算出する。 

IP値が大きい：粘性が強く、圧密しやすい。 

IP値が小さい：砂質に近く、締固めしやすい。 

(27) ALID 液状化に伴う地盤や構造物の変形を簡易に解析する手法。液状化に

伴って発生する過剰間隙水圧の消散による沈下とあわせて、地盤が

元の形に戻らず形状変化が残る度合い(残留変形量)を求めること

ができる。 
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と
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。
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設
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設
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仮
設
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討
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況
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・
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水

路
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況
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さ
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か

。
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量
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工
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砂
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況
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取
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の
仕

上
げ

形
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排
水

処
理
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上
げ
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状

等
が

適
切

に
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。
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・
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件
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況
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濁
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史
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、

景
観

等
）

を
考

慮
し

た
設

計
と

さ
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。
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。
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。
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。
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ボ
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。
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適
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さ
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価

・
土

質
等

、
現

況
堤

体
の

評
価

が
適

切
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

  
三

軸
圧

縮
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②
　

堤
体

の
ク

ラ
ッ

ク
お

よ
び

変
形

③
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 c
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 c
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。
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、
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・
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式
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。

た
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。
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れ
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2
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％
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。
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。
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。
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工
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期
間

中
の

1
/
1

0
確

率
洪

水
流

量
と

す
る

。
・

工
事

期
間

に
関

わ
ら

ず
1

0
年

確
率

洪
水

流
量

（
非

か
ん

が
い

期
）

に
よ

り
洪

水
流

量
を

決
定

し
よ

う
と

す
る

場
合

は
、

工
事

期
間

中
の

洪
水

対
策

を
想

定
し

た
施

工
計

画
を

設
計

段
階

か
ら

具
体

的
に

検
討

す
る

。

た
め

池
の

手
引

3
.5

.3
（
4
）

・
設

計
洪

水
位

(H
W

L
)の

決
定

・
最

小
越

流
水

深
（

山
地

等
4

0
c
m

）
お

よ
び

最
小

越
流

幅
(改

修
前

既
設

幅
か

つ
1

.0
m

)が
適

切
に

決
定

さ
れ

て
い

る
か

。
た

め
池

の
手

引
3
.4

.3
（
2
）

・
洪

水
吐

・
越

流
水

深
お

よ
び

越
流

幅
が

適
切

に
決

定
さ

れ
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4
（
3
）

  
9

.堤
体

の
概

略
計

画
・

堤
軸

は
①

②
を

満
足

し
適

切
に

計
画

さ
れ

て
い

る
か

。
　

①
貯

水
量

の
減

少
を

少
な

く
す

る
（

上
流

側
）

、
②

用
地

的
制

約
を

満
足

す
る

（
下

流
側

）

・
洪

水
吐

越
流

部
工

事
費

と
堤

体
工

事
費

の
工

事
費

に
つ

い
て

比
較

検
討

さ
れ

て
い

る
か

。
た

め
池

の
手

引
3
.3

.4
（
3
）

　
1

0
.堤

体
諸

元
の

検
討

・
堤

体
諸

元
・

基
礎

地
盤

標
高

、
常

時
満

水
位

、
設

計
洪

水
位

に
よ

り
、

余
裕

高
（

堤
頂

標
高

、
堤

高
）

、
堤

頂
幅

が
決

定
さ

れ
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4

・
堤

高
の

決
定

・
基

礎
地

盤
標

高
が

適
切

に
設

定
さ

れ
て

い
る

か
。

【
遮

水
性

ゾ
ー

ン
型

】
　

遮
水

性
ゾ

ー
ン

が
基

礎
地

盤
を

切
る

線
の

最
深

部
　

但
し

、
遮

水
性

ゾ
ー

ン
の

底
幅

が
1

0
m

以
上

の
と

き
は

、
遮

水
性

ゾ
ー

ン
の

底
面

【
均

一
型

】
　

堤
頂

上
流

端
を

通
る

鉛
直

線
と

基
礎

地
盤

面
の

交
点

た
め

池
の

手
引

3
.3

.3

　
1

1
.堤

体
断

面
の

決
定

・
堤

体
断

面
・

堤
体

断
面

は
適

切
か

。
　

標
準

寸
法

表
の

比
例

按
分

（
勾

配
は

1
 分

、
寸

法
は

0
.1

ｍ
単

位
で

行
い

、
安

全
側

に
切

り
上

げ
る

）
を

行
い

決
定

す
る

。

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4
.(
6
)

・
標

準
寸

法
表

の
値

を
比

例
按

分
し

た
値

に
よ

り
安

定
計

算
を

行
い

安
全

率
1

.2
を

確
認

し
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4
.(
6
)

・
堤

頂
幅

・
Ｂ

＝
0

.2
Ｈ

＋
2

.0
  

か
つ

  
Ｂ

≧
3

.0
m

と
さ

れ
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4
(5

)

・
堤

体
の

安
定

計
算

・
レ

ベ
ル

1
地

震
動

を
考

慮
し

、
安

全
率

が
1

.2
以

上
確

保
さ

れ
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4
(8

)

・
安

定
計

算
の

設
計

数
値

は
適

切
か

。
(設

計
震

度
や

土
質

定
数

な
ど

。
)

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4
(8

)

・
設

計
震

度
が

山
口

県
　

弱
震

帯
地

域
（

K
h

＝
0

.1
2

）
と

さ
れ

て
い

る
か

。
た

め
池

の
手

引
3
.3

.4
(8

)

・
有

効
応

力
で

計
算

さ
れ

て
い

る
か

。
た

め
池

の
手

引
3
.3

.4
(8

)

・
設

計
強

度
定

数
は

ゾ
ー

ン
毎

に
設

定
さ

れ
て

い
る

か
。

・
土

質
定

数
の

決
定

根
拠

が
適

切
か

。
（

三
軸

圧
縮

試
験

C
U

バ
ー

試
験

値
な

ど
。

）

・
安

定
計

算
に

浸
潤

線
が

考
慮

さ
れ

て
い

る
か

。
　

k
2

／
k
1

＜
1

0
の

場
合

は
、

均
一

型
と

考
え

て
よ

い
。

　
（

均
一

型
は

フ
ィ

ル
ダ

ム
P

.Ⅱ
-
6

0
）

　
k
1

：
遮

水
性

ｿ
ﾞ
ｰ
ﾝ
の

透
水

係
数

（
1

×
1

0
-
5
c
m

/
s
以

下
）

　
k
2

：
ﾗ
ﾝ
ﾀ
ﾞ
ﾑ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾝ
の

透
水

係
数

（
1

×
1

0
-
5
～

1
×

1
0

-
3
c
m

/
s
程

度
）

　
土

質
試

験
値

を
そ

の
ま

ま
採

用
せ

ず
、

全
体

の
土

質
状

況
を

勘
案

の
上

適
切

な
設

計
数

値
と

な
る

よ
う

留
意

の
こ

と
。

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4
(7

)

・
浸

透
量

・
堤

体
か

ら
の

浸
透

量
が

、
許

容
浸

透
量

（
堤

長
1

0
0

m
当

た
り

6
0

ℓ
/
m

in
）

以
下

と
な

っ
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4
(7

)
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区
 分

項
 目

チ
ェ

ッ
ク

の
内

容
受

託
者

発
注

者
確

認
資

料
(報

告
書

頁
)な

ど
摘

要

　
1

1
.堤

体
断

面
の

決
定

・
重

要
度

区
分

・
重

要
度

区
分

は
正

し
く

設
定

さ
れ

て
い

る
か

。
（

山
口

県
は

、
原

則
と

し
て

Ａ
種

）
た

め
池

の
手

引
1
.4

、
1
.8

、
3
.7

.1

・
液

状
化

の
検

討
・

液
状

化
の

検
討

が
さ

れ
て

い
る

か
。

　
レ

ベ
ル

1
地

震
動

に
よ

る
現

堤
体

お
よ

び
基

礎
地

盤
の

液
状

化
の

判
定

が
F

L
値

法
に

よ
り

実
施

さ
れ

て
い

る
か

。

た
め

池
の

手
引

3
.8

.1

・
地

震
に

よ
り

液
状

化
す

る
場

合
に

は
、

静
的

変
形

解
析

（
A

L
ID

）
に

よ
り

変
位

量
を

求
め

、
許

容
沈

下
量

以
下

で
あ

る
こ

と
を

確
認

し
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.8

.2

・
ド

レ
ー

ン
・

堤
体

下
流

法
面

に
適

切
に

配
慮

さ
れ

た
法

先
ド

レ
ー

ン
が

設
置

さ
れ

て
い

る
か

。
（

堤
高

が
高

い
場

合
や

下
流

下
が

り
地

形
で

は
、

堤
体

浸
潤

線
の

低
下

工
法

と
し

て
立

上
り

ド
レ

ー
ン

も
有

効
。

）
・

「
た

め
池

整
備

」
P

.1
1

3
 に

例
示

さ
れ

て
い

る
フ

ィ
ル

タ
ー

に
つ

い
て

は
、

浸
透

破
壊

を
助

長
す

る
お

そ
れ

が
あ

る
こ

と
か

ら
、

本
手

引
で

は
当

該
フ

ィ
ル

タ
ー

層
は

設
け

な
い

。

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4
（
9
）

・
ド

レ
ー

ン
形

式
の

検
討

が
さ

れ
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4
（
9
）

・
フ

ィ
ル

タ
材

の
条

件
 フ

ィ
ル

タ
則

を
満

足
し

て
い

る
か

。
（

R
C

材
(再

生
材

)は
使

用
し

な
い

こ
と

）
　

F
1

5
/
B

8
5

＜
5

、
F

1
5

/
B

1
5

＞
5

　
C

-
4

0
(新

材
)を

基
本

と
し

、
フ

ィ
ル

タ
則

を
満

足
し

な
い

場
合

は
、

他
材

料
に

つ
い

て
検

討
の

こ
と

。

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4
（
9
）

・
余

裕
高

・
波

の
打

ち
上

げ
高

の
算

出
は

適
切

か
。

（
図

表
よ

り
5

c
m

単
位

で
算

出
）

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4
(4

)

・
腰

ブ
ロ

ッ
ク

・
安

定
計

算
が

行
わ

れ
て

い
る

か
。

　
親

子
た

め
池

（
重

ね
た

め
池

）
の

場
合

、
下

流
の

水
位

も
考

慮
す

る
。

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4
(9

)

・
上

流
法

面
保

護
・

1
/
2

貯
水

位
か

ら
（

設
計

洪
水

位
＋

波
の

打
上

げ
高

さ
）

ま
で

法
面

保
護

工
が

計
画

さ
れ

て
い

る
か

。
た

め
池

の
手

引
3
.3

.5

・
工

法
選

定
に

係
る

比
較

検
討

資
料

が
作

成
さ

れ
て

い
る

か
。

（
経

済
性

の
み

で
決

定
し

な
い

）
※

原
則

、
防

災
型

の
製

品
を

用
い

る
。

た
め

池
の

手
引

3
.3

.5

・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
ブ

ロ
ッ

ク
張

工
の

場
合

、
基

礎
形

状
・

断
面

は
適

切
か

。
　

参
考

：
た

め
池

法
面

保
護

工
に

お
け

る
「

コ
ン

ク
リ

ー
ト

ブ
ロ

ッ
ク

張
工

」
の

標
準

断
面

に
つ

い
て

(通
知

)

た
め

池
の

手
引

参
考

資
料

-
3

　
1

2
.基

礎
処

理
の

設
計

・
基

礎
地

盤
・

基
礎

地
盤

の
透

水
係

数
が

確
認

さ
れ

て
い

る
か

。

　
　

透
水

係
数

(k
)≦

1
.0

×
1

0
-
4
（

c
m

/
s
）

が
望

ま
し

い
。

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4
(1

)

・
基

礎
地

盤
の

支
持

力
が

確
認

さ
れ

て
い

る
か

。
　

　
コ

ー
ン

貫
入

抵
抗

(q
c
)≧

5
0

0
k
N

/
㎡

程
度

。
た

め
池

の
手

引
3
.3

.4
(1

)

・
基

礎
地

盤
の

支
持

力
が

確
保

さ
れ

な
い

場
合

、
地

盤
改

良
が

検
討

さ
れ

て
い

る
か

。
　

改
良

材
の

必
要

強
度

（
室

内
試

験
強

度
、

現
場

強
度

）
が

適
切

に
設

定
さ

れ
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4
(1

)

・
地

盤
改

良
に

よ
る

荷
重

分
散

角
度

は
3

0
°

と
す

る
。

（
た

だ
し

、
改

良
体

端
部

の
外

側
原

地
盤

へ
の

荷
重

分
散

は
生

じ
な

い
。

）
設

計
基

準
「
水

路
工

」
P

.3
0
8

道
路

土
工

ｶ
ﾙ

ﾊ
ﾞｰ

ﾄ工
指

針
P

4
0

た
め

池
の

手
引

3
.9

.1
(3

)

・
基

礎
の

水
密

性
が

確
保

で
き

な
い

場
合

、
（

工
法

を
比

較
検

討
し

）
処

理
工

法
を

適
切

に
決

定
し

て
い

る
か

。
（

必
要

性
、

施
工

範
囲

、
効

果
の

確
認

方
法

、
施

工
順

位
）

た
め

池
の

手
引

3
.3

.4

　
1

3
.土

工
計

画
・

表
土

は
ぎ

取
り

・
旧

堤
体

表
土

の
剥

取
り

部
分

は
捨

土
の

計
画

と
さ

れ
て

い
る

か
。

・
段

切
り

数
量

は
計

上
し

て
い

る
か

。
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区
 分

項
 目

チ
ェ

ッ
ク

の
内

容
受

託
者

発
注

者
確

認
資

料
(報

告
書

頁
)な

ど
摘

要

　
1

3
.土

工
計

画
・

流
用

計
画

・
旧

堤
体

の
掘

削
土

は
流

用
可

能
か

。

・
土

の
変

化
率

は
適

切
か

。
た

め
池

の
手

引
5
.2

.3

・
底

樋
部

の
掘

削
・

掘
削

高
が

5
ｍ

を
超

え
る

場
合

は
小

段
が

設
置

し
て

あ
る

か
。

・
掘

削
幅

は
、

施
工

機
械

+
仮

排
水

ス
ペ

ー
ス

を
考

慮
し

て
い

る
か

。
た

め
池

の
手

引
図

-
3
.5

.3
.3

図
-
3
.5

.3
.4

　
1

4
.洪

水
吐

の
設

計
・

位
置

・
で

き
る

だ
け

地
山

に
設

置
す

る
か

、
堤

体
に

影
響

し
な

い
位

置
と

さ
れ

て
い

る
か

。

・
掘

削
線

が
埋

め
戻

し
後

、
表

面
よ

り
上

段
に

残
っ

た
場

合
、

法
面

勾
配

は
自

立
勾

配
と

な
っ

て
い

る
か

。
(1

:1
.0

～
)

・
基

礎
地

盤
の

支
持

力
が

確
認

さ
れ

て
い

る
か

。

・
設

計
（

構
造

）
・

越
流

堰
の

位
置

は
適

切
か

。
た

め
池

の
手

引
図

-
3
.4

.4
.1

3

・
側

水
路

の
越

流
部

の
止

水
板

は
適

切
（

施
工

可
能

）
に

配
置

さ
れ

て
い

る
か

。

・
減

勢
工

形
式

の
比

較
選

定
が

行
わ

れ
て

い
る

か
。

・
流

入
部

カ
ッ

ト
オ

フ
の

設
置

は
適

切
か

。
た

め
池

の
手

引
図

-
3
.4

.4
.1

1

・
管

理
橋

の
ク

リ
ア

ラ
ン

ス
は

適
切

か
。

た
め

池
の

手
引

図
-
3
.4

.3
.3

0

・
側

壁
裏

勾
配

は
 1

:0
.1

 に
な

っ
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

図
-
3
.4

.4
.1

0

・
下

流
水

路
へ

の
取

り
付

け
は

十
分

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.4

.3
(5

)b
(c

)※
6

・
放

水
路

の
ド

レ
ー

ン
設

置
位

置
は

適
切

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.4

.4
(2

)c
図

-
3
.4

.4
.1

9

・
伸

縮
・

収
縮

継
目

は
適

切
に

配
置

さ
れ

て
い

る
か

。
形

状
は

正
し

い
か

。
た

め
池

の
手

引
図

-
3
.4

.4
.1

4
図

-
3
.4

.4
.1

5

・
止

水
板

の
配

置
は

適
切

か
。

　
(ｺ

ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
厚

2
0

0
m

m
以

下
の

場
合

　
w

=
1

5
0

～
2

3
0

m
m

　
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
厚

2
0

0
～

3
0

0
m

m
の

場
合

　
w

=
2

0
0

～
2

5
0

m
m

  
 ｺ

ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
厚

3
0

0
～

4
0

0
m

m
の

場
合

　
w

=
2

3
0

～
3

0
0

m
m

  
 ｺ

ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
厚

4
0

0
m

m
以

上
の

場
合

　
w

=
3

0
0

m
m

以
上

)
・

止
水

板
と

鉄
筋

は
干

渉
し

て
い

な
い

か
。

た
め

池
の

手
引

図
-
3
.4

.4
.1

5
図

-
3
.4

.4
.1

6
表

-
3
.4

.4
.8

・
ダ

ウ
エ

ル
バ

ー
の

配
置

は
適

切
か

。
　

2
0

～
5

0
c
m

間
隔

に
千

鳥
配

置
と

す
る

。
　

軸
方

向
鉄

筋
　

D
1

3
m

m
以

下
の

場
合

　
D

1
6

m
m

　
L
=
1

0
0

0
m

m
　

軸
方

向
鉄

筋
　

D
1

6
,1

9
m

m
の

場
合

　
D

1
9

m
m

　
L
=
1

0
0

0
m

m
　

軸
方

向
鉄

筋
　

D
2

2
m

m
以

上
の

場
合

　
D

2
5

m
m

　
L
=
1

0
0

0
m

m

た
め

池
の

手
引

3
.4

.4
(4

) 
e

・
配

筋
は

最
小

鉄
筋

量
以

上
と

な
っ

て
い

る
か

。
【

主
鉄

筋
】

　
最

小
鉄

筋
量

　
5

0
0

m
m

2
/
m

以
上

(D
1

3
@

2
5

0
m

m
)

【
配

力
筋

】
　

主
鉄

筋
の

1
/
6

以
上

、
か

つ
　

5
0

0
m

m
2

/
m

以
上

(D
1

3
@

2
5

0
m

m
)

た
め

池
の

手
引

3
.4

.4
(3

)c
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区
 分

項
 目

チ
ェ

ッ
ク

の
内

容
受

託
者

発
注

者
確

認
資

料
(報

告
書

頁
)な

ど
摘

要

　
1

4
.洪

水
吐

の
設

計
・

設
計

（
構

造
）

・
配

筋
計

画
、

鉄
筋

の
各

種
数

値
（

許
容

引
張

応
力

度
、

定
着

長
な

ど
）

は
適

切
か

。

　
　
➤

水
に

接
す

る
部

材
：

流
入

部
（

接
近

水
路

、
調

整
部

、
移

行
部

（
堤

内
水

位
の

影
響

　
　

　
を

受
け

る
区

間
）

）

　
　
➤

一
般

の
部

材
：

上
記

区
間

よ
り

下
流

側

・
D

2
9

5
A

,B
と

同
一

と
す

る
（

た
わ

み
、

ひ
び

割
れ

の
検

討
を

行
わ

な
い

。
）

　
「

一
般

の
部

材
の

場
合

」
　

　
σ

s
a
=
1

7
6

N
/
m

m
2

　
「

水
に

接
す

る
部

材
の

場
合

」
σ

s
a
=
1

5
7

N
/
m

m
2

)

た
め

池
の

手
引

3
.4

.4
.(
3
)ｃ

・
構

造
計

算
に

当
た

っ
て

は
、

必
要

に
応

じ
て

流
速

に
よ

る
鉄

筋
か

ぶ
り

の
割

増
し

を
考

慮
し

て
い

る
か

。
た

め
池

の
手

引
3
.4

.4
(3

)c
3
.4

.4
(3

)d

・
配

筋
計

画
が

一
覧

表
で

示
さ

れ
て

い
る

か
。

・
配

筋
図

、
加

工
図

と
整

合
し

て
い

る
か

。

・
鉄

筋
の

定
着

長
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。
　

3
5

＊
D

設
計

基
準

「
水

路
工

」
P

.3
5
9

・
構

造
計

算
及

び
検

討
ケ

ー
ス

は
適

切
か

。
　

検
討

ケ
ー

ス
Ⅰ

～
Ⅵ

に
つ

い
て

実
施

。
た

め
池

の
手

引
3
.4

.4
(2

)c

・
浮

力
の

検
討

が
行

わ
れ

て
い

る
か

。
（

F
s
＞

1
.2

）
　

設
計

洪
水

位
、

常
時

満
水

位
、

壁
高

の
1

/
2

な
ど

地
下

水
位

を
適

切
に

設
定

す
る

こ
と

。
た

め
池

の
手

引
3
.4

.4
(3

)c

・
偏

土
圧

が
生

じ
る

箇
所

に
つ

い
て

安
定

し
た

構
造

と
な

っ
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.4

.4
(3

)c

・
「

コ
ン

ク
リ

ー
ト

構
造

物
品

質
確

保
ガ

イ
ド

」
に

よ
る

品
質

確
保

及
び

ひ
び

割
れ

抑
制

対
策

の
検

討
が

さ
れ

て
い

る
か

。

・
ポ

ン
プ

打
設

を
考

慮
す

る
場

合
、

側
壁

の
最

小
幅

は
3

0
0

m
m

以
上

と
す

る
。

　
鉄

筋
は

農
林

基
準

に
し

た
が

い
、

主
筋

を
外

、
配

力
筋

を
内

側
と

す
る

。
※

側
壁

+
底

版
>1

.5
m

の
場

合
、

打
設

ポ
ン

プ
の

ホ
ー

ス
外

径
≒

1
2

0
m

m
が

入
る

こ
と

。

た
め

池
の

手
引

3
.4

.4
(4

)f

・
底

版
に

ハ
ン

チ
は

設
置

し
な

い
。

た
め

池
の

手
引

3
.4

.4
(4

)f

・
接

近
水

路
の

流
速

は
４

m
/
s
 以

下
と

な
っ

て
い

る
か

。
た

め
池

の
手

引
3
.4

.3
(1

)

・
放

水
路

の
余

裕
高

は
適

切
か

。
　

平
面

線
形

は
直

線
が

望
ま

し
い

。
た

め
池

の
手

引
3
.4

.3
(6

)

・
静

水
池

側
壁

高
は

適
切

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.4

.3
(6

)

・
洪

水
吐

の
余

裕
高

、
側

壁
高

、
管

理
橋

下
の

ク
リ

ア
ラ

ン
ス

は
適

切
か

。
た

め
池

の
手

引
3
.4

.3
(6

)

 参考資料-2　チェックリスト

参考-2-6



区
 分

項
 目

チ
ェ

ッ
ク

の
内

容
受

託
者

発
注

者
確

認
資

料
(報

告
書

頁
)な

ど
摘

要

　
1

5
.取

水
施

設
の

設
計

・
斜

樋
・

従
前

の
取

水
孔

位
置

、
取

水
孔

径
に

つ
い

て
も

十
分

考
慮

し
、

必
要

な
取

水
量

が
確

保
さ

れ
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.5

.2
(4

)

・
斜

樋
の

位
置

は
、

や
む

を
得

な
い

場
合

を
除

き
、

地
山

に
設

け
る

こ
と

を
原

則
と

す
る

。
た

め
池

の
手

引
3
.5

.2
(1

)

・
計

画
用

水
量

の
算

出
が

適
切

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
た

め
池

の
手

引
3
.5

.2
(4

)

・
取

水
孔

の
孔

径
、

間
隔

は
適

切
か

。
（

取
水

孔
位

置
は

管
理

者
に

確
認

の
こ

と
）

た
め

池
の

手
引

3
.5

.2
(3

)
3
.5

.2
(4

)

・
斜

樋
形

式
（

ゲ
ー

ト
、

た
め

池
栓

）
の

選
定

が
行

わ
れ

て
い

る
か

。

・
緊

急
放

流
施

設
を

兼
ね

る
斜

樋
管

径
は

、
緊

急
放

流
量

と
計

画
取

水
量

を
比

較
し

、
大

な
る

値
で

設
計

さ
れ

て
い

る
か

。
た

め
池

の
手

引
3
.6

.4

・
空

気
孔

の
孔

径
は

適
切

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.5

.2
(6

)

・
斜

樋
管

は
、

原
則

と
し

て
S

U
S

管
を

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

で
補

強
巻

立
て

し
た

構
造

と
す

る
。

た
め

池
の

手
引

3
.5

.2
(5

)b

・
導

（
胴

）
水

管
・

管
径

は
計

画
取

水
量

以
上

の
流

下
能

力
と

な
っ

て
い

る
か

。
（

最
小

口
径

φ
8

0
0

）
た

め
池

の
手

引
3
.5

.2
（
5
）
d

・
底

樋
・

構
造

は
プ

レ
キ

ャ
ス

ト
底

樋
管

と
さ

れ
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.5

.3
（
7
）
a

・
現

場
打

構
造

と
す

る
場

合
、

巻
立

て
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

断
面

形
状

及
び

継
手

構
造

は
適

切
か

。
た

め
池

の
手

引
3
.5

.3
（
7
）
b

・
基

盤
内

(地
山

)に
設

置
さ

れ
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.5

.3
(3

)

・
基

礎
地

盤
の

支
持

力
が

確
認

さ
れ

て
い

る
か

。
（

底
樋

工
、

土
砂

吐
部

、
導

流
部

）
た

め
池

の
手

引
3
.5

.3
(6

)b

・
十

分
な

支
持

が
期

待
で

き
な

い
場

合
に

は
置

換
、

地
盤

改
良

等
の

計
画

が
さ

れ
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.5

.3
(6

)b

・
支

持
力

の
検

討
ケ

ー
ス

は
、

「
①

完
成

時
2

ケ
ー

ス
、

②
施

工
時

2
ケ

ー
ス

」
を

標
準

と
す

る
。

た
め

池
の

手
引

図
-
3
.5

.3
.5

～
図

-
3
.5

.3
.8

・
計

画
取

水
量

、
緊

急
放

流
量

及
び

工
事

期
間

中
の

洪
水

流
量

を
流

下
し

得
る

断
面

と
し

、
維

持
管

理
を

考
慮

し
て

、
管

径
は

φ
8

0
0

m
m

以
上

と
な

っ
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.5

.3
(4

)

・
構

造
計

算
を

行
っ

て
い

る
か

。
　

地
震

時
の

検
討

は
応

答
変

位
法

（
レ

ベ
ル

1
地

震
動

）
で

行
わ

れ
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

3
.5

.3
(9

)

・
開

削
工

法
と

推
進

工
の

比
較

検
討

を
行

っ
て

い
る

か
。

  
 8

～
1

0
m

以
上

で
検

討
。

た
め

池
の

手
引

3
.5

.3
(5

)
3
.5

.3
(1

2
)

・
旧

底
樋

の
処

理
が

計
画

さ
れ

て
い

る
か

。
た

め
池

の
手

引
3
.5

.3
(1

3
)

・
止

水
壁

の
設

置
位

置
及

び
施

工
方

法
は

適
切

か
。

（
刃

金
部

に
入

れ
な

い
）

た
め

池
の

手
引

3
.5

.3
(7

)c

・
土

砂
吐

桝
と

底
樋

の
接

続
部

に
差

し
筋

、
水

膨
張

パ
ッ

キ
ン

、
受

け
台

が
設

置
さ

れ
て

い
る

か
。

た
め

池
の

手
引

図
-
3
.5

.3
.1

1
図

-
3
.5

.3
.2

0

・
緊

急
放

流
工

・
緊

急
降

下
の

目
標

水
位

は
適

切
か

。
　

「
常

時
満

水
位

－
2

.0
m

」
と

「
常

時
満

水
位

－
(貯

水
深

×
1

/
3

)」
を

比
較

し
、

い
ず

れ
か

高
い

水
位

と
す

る
。

た
め

池
の

手
引

3
.6

.1

・
水

没
深

H
a
が

見
込

ま
れ

て
い

る
か

。
た

め
池

の
手

引
3
.6

.4
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区
 分

項
 目

チ
ェ

ッ
ク

の
内

容
受

託
者

発
注

者
確

認
資

料
(報

告
書

頁
)な

ど
摘

要

　
1

6
.安

全
施

設
の

設
計

・
階

段
工

・
蹴

上
げ

高
、

幅
は

適
切

か
。

　
H

=
0

.1
5

～
0

.2
0

m
、

路
面

≧
0

.3
0

m
、

幅
=
0

.6
0

m
程

度
。

（
階

段
工

の
路

面
部

に
た

め
池

栓
を

設
置

す
る

場
合

の
幅

は
1

.0
ｍ

程
度

。
）

た
め

池
の

手
引

図
-
3
.5

.2
.1

0

・
手

摺
が

計
画

さ
れ

て
い

る
か

。
　

上
流

：
S

U
S

3
0

4
　

4
0

A
を

標
準

と
す

る
。

　
下

流
：

S
S

4
0

0
　

4
0

A
を

標
準

と
す

る
。

た
め

池
の

手
引

3
.5

.2
（
6
）
b

・
安

全
施

設
工

・
堤

長
部

、
洪

水
吐

部
、

取
水

施
設

部
等

に
お

い
て

、
必

要
な

安
全

施
設

が
十

分
に

計
画

さ
れ

て
い

る
か

。
た

め
池

の
手

引
3
.3

.5

・
安

全
施

設
の

設
置

箇
所

や
構

造
に

つ
い

て
は

、
管

理
者

と
の

協
議

結
果

が
反

映
さ

れ
て

い
る

か
。

・
防

護
柵

は
コ

ン
ク

リ
ー

ト
独

立
基

礎
構

造
と

し
、

原
則

と
し

て
風

波
高

以
上

に
設

置
す

る
。

や
む

を
得

ず
、

支
柱

等
の

設
置

高
さ

が
風

波
高

以
下

と
な

る
場

合
は

、
少

な
く

と
も

遮
水

ゾ
ー

ン
に

干
渉

し
な

い
よ

う
に

計
画

す
る

。

た
め

池
の

手
引

3
.3

.5

　
1

7
.仮

設
計

画
・

仮
設

計
画

・
適

切
な

仮
設

計
画

、
施

工
順

序
が

検
討

さ
れ

て
い

る
か

。
た

め
池

の
手

引
3
.1

0
.3

(3
)

・
仮

設
計

画
が

工
程

表
（

出
水

期
等

）
と

整
合

が
取

れ
て

い
る

か
。

・
仮

締
切

工
・

締
切

高
は

、
H

W
L
又

は
L
W

L
＋

0
.3

m
と

さ
れ

て
い

る
か

。
た

め
池

の
手

引
3
.1

0
.3

(4
)

・
施

工
可

能
な

ス
ペ

ー
ス

が
確

保
さ

れ
て

い
る

か
。

・
水

替
工

・
ポ

ン
プ

の
規

格
、

配
置

は
適

切
か

。

・
工

事
用

道
路

・
配

置
計

画
の

検
討

が
さ

れ
て

い
る

か
。

・
工

事
完

了
後

の
処

理
方

針
が

確
認

さ
れ

て
い

る
か

。
（

存
置

、
撤

去
）

　
1
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.事

業
費

・
概

算
事

業
費

・
概

算
事

業
費

が
適

切
に

算
出

さ
れ

て
い

る
か

。

・
ゲ

ー
ト

設
備

の
概

算
額

は
適

切
か

。

　
1

9
.そ

の
他

・
図

面
関

係
・

施
設

関
係

図
面

と
土

工
（

コ
ン

ク
リ

ー
ト

構
造

物
）

図
面

と
の

整
合

が
取

れ
て

い
る

か
。

・
ト

レ
ン

チ
掘

削
平

面
図

が
作

成
さ

れ
て

い
る

か
。

（
特

に
、

両
袖

部
の

地
山

へ
の

挿
入

が
、

施
工

者
が

わ
か

り
や

す
い

よ
う

に
表

現
さ

れ
て

い
る

か
。

）
た

め
池

の
手

引
図

-
3
.3

.4
.1

9
図

-
3
.3

.4
.2

0

・
事

業
計

画
書

に
記

載
さ

れ
て

い
る

環
境

配
慮

に
つ

い
て

考
慮

さ
れ

て
い

る
か

。

・
仮

排
水

路
の

下
流

側
に

沈
砂

池
は

計
画

さ
れ

て
い

る
か

。
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参考-3-1 

 3. 質疑応答 
 

事 項 質 疑 回 答 

制度 ため池等整備事業（一般）

において、堤体の改修に当

たって貯水量が減少する場

合は、浚渫等を行って良い

か。 

ため池整備において、地形的制約、経済比較を行っ

た結果、堤体下流部の工事が困難で、堤体上流部で

補強工事を行った方が有利な場合に扱うものとす

る。 

ため池整備に伴う貯水量減少分、又は現時点でのた

め池としての機能を果たす上で必要となる量のいず

れか少ない量を上限として、 

a 堤体のかさ上げ 

b 池敷きの掘削 

c ため池周辺の掘削等 

のうち最も経済的な工事により、必要な容量等を確

保できる。 

制度 環境に配慮した設計手法と

はどのようなものがある

か。 

平成 3年 8月 5日付け 3-60「農村環境に配慮した土

地改良事業の実施について」及び平成 14年 2月 14

日付け 13農振第 2512 号「環境との調和に配慮した

農業農村整備事業等基本要綱」に基づいた設計上の

工夫等を行う。 

制度 管理道路の舗装は実施可能

か。 

管理上やむを得ない箇所（急勾配による路面洗堀等の

予想される箇所等）は実施して良い。 

設計 堤体の基礎地盤面の定義を

示されたい。 

堤体の基礎地盤面は、現況堤体の改修であることか

ら、築堤当時の現地盤面と考えるのが適切である。そ

の推定方法は、3.3.4 堤体の各種設計で記載したの

で参照されたい。なお、堤体の基礎地盤面は、ため池

の基礎となるもので、所要の支持力及び水密性を有し

なければならない。 

支持力：機械施工が可能なもので、ポータブルコーン

貫入試験で得られるコーン貫入抵抗 qcが 500 kN/m２程

度のもの。 

透水係数：k≦1×10-4 cm/ｓが望ましい。 

設計 基礎地盤が所要の支持を得

られない場合、対策はいか

がか。 

施工機械の走行可能なコーン貫入抵抗 qｃ=500 kN/m２

を目安に改良を行う。改良工法では、置換工、地盤改

良工（浅層改良）が一般的である。 
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設計 傾斜遮水ゾーン型工法の堤

高はどの位置で算定するの

か。 

堤高は、遮水性ゾーン型では「遮水性ゾーン(裏側の

ライン)が基礎地盤面を切る線の最深部から堤頂まで

の鉛直距離」（底幅が 10 m 以上の場合は遮水性ゾーン

底面から）とする。推定基礎地盤面が下流へ傾斜して

いる場合、遮水性ゾーン裏側との交点標高は最低貯水

位(LWL)と一致しないこともあるため、基礎地盤面と

水位基準面を混同しないよう留意すること。 

設計 堤体の安定計算手法を示さ

れたい。 

「設計指針「ため池」P.38」のフローにより決定す

る。 

留意点は次のとおり。 

ⅰ 設計洪水量を決定後に、洪水吐の越流水深から設

計洪水位を決定する。 

ⅱ 波浪高算定後、標準寸法表（ 「設計指針「ため池」

P.50」）を参考に断面形状を仮定する。 

堤体断面の寸法決定は、設計指針「ため池」にその参

考寸法が表記されている。堤高から比例按分により寸

法の決定を行い、安全率 1.2 を満足するか確認する。 

満足していればその寸法を堤体断面寸法とする。 

ⅲ 浸潤線を算定する際に、k2／k１＜10 の場合は、均

一型と考えてよい。k2：ランダム部の透水係数、k１：

遮水ゾーンの透水係数 

なお、この際の安定計算に使用する浸潤線も均一型と

して行う。 

設計 安定計算を行う際に、設計

強度常数（C、φ）の低減

は、行うべきか。 

三軸圧縮試験は CUbar で行い、有効応力表示となって

いることから低減しない。ただし、有効応力表示によ

る強度常数 C’、φ’を用いることから、安全率算出

の際に、すべり面に働く浸透水の間隙圧を考慮するこ

と。 
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設計 洪水吐放水路の線形等に関

する留意点は。 

平面線形においては、最大湾曲度は 60°以下とし、

曲線半径は水面幅の 10倍以上となるように計画する

こと。やむを得ない場合、水路幅の 3倍以上とし、水

理的な検討を行って湾曲による損失水頭や偏流による

側壁の嵩上げ等を考慮する。 

なお、射流域における湾曲時の水面変動（上昇高）の

算定は、設計基準「ダム」（フィルダム編）P.Ⅱ-247

に準拠し、余裕高の確保は、水位上昇側で照査を行

う。 

設計 底樋等の地盤確認手法は。 必要な支持力は、現場の土質状況や標準貫入試験等の

結果から判断する。ただし、現場状況によっては、簡

易貫入試験等により確認を行う。 

設計 ため池堤内における積ブロ

ックの安定計算で、浮力を

考慮する際の水位はどれを

使用するのか。 

原則として設計洪水位（HWL）で実施し、必要に応じ

て常時満水位（FWL）や緊急放流時も併せて照査す

る。転倒・滑動は浮力（揚圧力）を見込むほど不利と

なり、支持力度の照査は浮力を見込まない場合が不利

となる傾向に留意する。 

積算 試験盛土に係る経費は計上

するのか。 

共通仮設費の技術管理費に、積上による積算を行い、

率に加算する。 

積上分は、施工費（掘削＋運搬＋敷均＋締固＋撤去）

と試験費（密度試験＋透水試験）とする。 

ただし、土取場から採取する土代については諸経費対

象外とする。 

設計 堤高 15 m 以上のため池も本

手引を使用してもよいか。 

堤高 15 m 以上のため池については、「設計基準「ダ

ム」」等の諸基準に照らして、遺漏のないよう本手引

を活用すること。 

設計 底樋管の管種選定につい

て。 

底樋管の管種選定は、原則としてプレキャスト（二次

製品）を優先し、製品搬入や所要口径等の理由で適用

できない場合のみ現場打ちとする。あわせて、堤高や

底樋延長、施工ヤード等に応じて非開削の推進工法

（刃口推進・セミシールド・小口径推進）も比較検討

する。 
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設計 小規模なため池の底樋の管

径も φ800 以上とする必要

があるのか。 

底樋管径はφ800 以上を確保することが望ましいが、

堤高が概ね 5 m 以下の小規模なため池については、現

況の底樋断面や施工条件、ため池管理者の意見等から

総合的に判断し、φ600 まで管径を縮小できるものと

する。（事務連絡「平成 18 年 12 月 8 日ため池の底樋

管径について」（通知）参照） 

設計 確率降雨強度式の適用につ

いて考え方を示されたい。 

確率降雨強度式は、最適式分布図（図-3.2.4.3）に基

づき「久野・石黒式」を採用する。貯留効果の検討に

用いる降雨強度式も同一とする。算定の手順と具体例

は、3.2.4 設計洪水量の算定、および 7.1 設計洪

水流量の計算例、7.2 貯留効果の計算例を参照され

たい。 

設計 法面保護工張ブロックにつ

いて標準断面図を示された

い。 

「平 27 農村整備第 605 号 「平成 27年 7 月 13 日た

め池法面保護工における「コンクリートブロック張

工」」の標準断面図について（通知）を参照するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計 洪水吐の放水路の断面決定

方法を示されたい。 

移行部の漸縮形状を確保し水理上支障がなければ、最

小幅(B=1.0m)まで縮小できるものとする。ただし、放

水路天端が堤体下流法面から過度に突出することのな

い形状とすること。 

なお、調整部を水路流入式とした場合は断面を縮小さ

せてはならない。設計指針「ため池」P.73 
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設計 洪水吐の減勢工の設置高さ

について 

跳水時の水位を検討し、確実な減勢効果を得られるよ

うに減勢工の設置高を決定する。 

減勢に必要な下流水位が不足するケースが多くみられ

ることから注意が必要である。設計指針「ため池」

P.83 

設計 土砂吐桝の内空幅の決定方

法について。 

支保工の取付作業より最低 1.0 m とし、底樋管や土砂

吐ゲートの設置やゲート操作時の貯水位、土砂吐桝内

での作業の有無等にも配慮して決定すること。 

設計 コンクリート構造物の最小

部材厚は。 

現場打の複鉄筋の鉄筋コンクリート構造物について、

H＜1.5 m の場合：200 mm、H≧1.5 m の場合：300 mm

とする。（コンクリート構造物品質確保ガイド 2021 

令和 3年 10 月 山口県土木建築部 参照） 

設計 取水施設の工種の選定につ

いて。 

ため池規模や管理状況等、地元要望を踏まえ、スライ

ドゲート(中～大規模で高い止水性と操作性を要する

場合)、ため池栓(小規模で簡易操作を重視する場合)

を選定する。 

設計 取水施設のスライドゲート

は 1軸で取水孔を何孔まで

設置可能か。 

最大 1軸 5孔(φ100)の事例はあるが、孔径や孔のピ

ッチなどの条件で異なるため、メーカー確認が必要で

ある。なお、1軸 3孔までとする事例が多い。 

設計 仮設底樋管の管種選定につ

いて。 

仮設底樋管の管種は、経済性・施工性・耐食性に優れ

る高密度ポリエチレン管を第一候補とする。高密度ポ

リエチレン管には内面が波状のシングル管と内面が平

滑なダブル管があり、粗度係数が異なるため、必要管

径が変わる点に留意して口径を決定する。なお、口径

や製品重量によってはトラッククレーンによる据付が

必要となるため、搬入動線や敷鉄板等の設置条件を含

め、施工ヤードおよび工事用道路の計画と一体で検討

すること。 

設計 堤体内の仮設道路の高さの

決定方法について。 

作業期間中の堤防の役割として対象水位（仮排水管口

径）＋0.3 m 程度確保する。 

設計 床掘の際の作業幅につい

て。 

床掘幅は、切土高さ、構造物の形式(現場打ち/二次製

品、フーチングの有無)、施工方法(素掘り/土留め)、

および足場工の要否(B=1.2m)を総合的に勘案して決定

する。詳細な算定は、土木工事数量算出要領（案）に

基づき確認すること。 
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設計 クラッシャランと再生クラ

ッシャランの使い分けにつ

いて。 

フィルタ機能 (腰ブロック及び張ブロック等のフィル

タ材等)などの機能が必要な部位には新材クラッシャ

ランを用い、要求性能が比較的低い部位(基礎砕石等)

には再生クラッシャランを用いる。なお、再生材を工

事用道路の敷砂利に用いる場合、撤去時に土砂（工事

用道路盛土）にセメントが混入するため産業廃棄物処

理せざるを得ないケースもあり、撤去時の処理費用が

高額化しやすい。そのため、撤去を前提とした工事用

道路では新材を使用し、存置を前提とした管理用道路

等では再生材を使用する。 

品質管

理  

現場透水試験方法は。 地盤工学会基準 JGS 1316 又はこれに準じた立坑法

（ピット法）で行うのが原則であるが、その方法が現

場の施工に支障をきたす場合においては、簡便かつ確

実な方法として従来現場で使用されていた試験方法

（ため池整備の手引 P.119）を使用する。 

ただし、その場合、試験盛土又は施工現場において 

JGS 1316 との値の相関性を確認しておくことが重要

である。 

参考文献） 

設計基準「ダム」（共通編）P.Ⅰ-134 

設計指針「ため池」P.16 

地盤調査の方法と解説（社団法人地盤工学会）(平成

25 年 3 月)P.512 

制度 防護柵の実施範囲を示され

たい。 

ため池への転落防止及び立入り防止のために、必要に

応じて、堤頂部や洪水吐部等に防護柵等の安全施設を

設置する。安全施設の構造及び設置位置は、安全性、

周辺環境との調和及び維持管理面に配慮して決定す

る。 

計画に当たっては、水利関係者の意向を踏まえた上で

実施範囲を決定すること。 

積算 土代を工事に含める場合に

おいて、土代は諸経費率対

象となるのか。 

県が土地所有者と協議調整し、土取場として確保して

いる（請負業者が自ら土取場を確保する必要がない）

場合においては諸経費の対象としない。 

単価は土地所有者との協議結果の価格（消費税込み）

とする。 
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積算 土代の積算手法について示

されたい。 

土代を工事に含める場合においては以下のとおりとす

る。 

・土代は 1.1 で割り戻した金額を計上（諸経費対象

外）する。 

・土量については土量換算係数を考慮した数量とし、

ロスは見込まない。 

・ため池用土に係る積算の取扱いは特記仕様書に明記

し、請負業者へ周知することとする。 

積算 盛土の品質管理に係る費用

は別途計上してよいか。 

山口県の品質管理は国の管理基準以上の頻度となって

いるが、品質管理費用について別途加算を行わない。

ただし、県の品質管理基準以上の管理については積上

げにより計上する。 

積算 段切りにかかる費用の計上

方法を示されたい。 

段切りは「その他の経費」には算入せず、直接工事費

に計上する。段切りの施工は機械掘削とし、法面整形

および基面整正は別途計上しない。 

なお、底樋の開削断面は標準断面に準じて計画し、段

切りは設けない。また、盛土材との密着性向上を目的

としたかき起こし作業は「その他の経費」に含める。 

設計 底樋及び洪水吐の鉄筋の許

容引張応力度は、「一般の部

材の場合」を使用するの

か、「水に接する部材の場

合」を使用するのか。 

以下のとおり取扱う。 

・水に接する部材：洪水吐流入部（接近水路、調整

部、移行部(堤内水位の影響を受

ける区間) 

：底樋、導(胴)樋、土砂吐桝 

・一般の部材：洪水吐のうち上記区間より下流側 

設計 止水壁における遮水性ゾー

ンと構造物の取扱いについ

て示されたい。 

止水壁は遮水性ゾーンには入れないように計画するこ

ととし、止水壁周辺には遮水性材料と同等の置き換え

土を施工する。 

なお、遮水性材料とコンクリート構造物面が接する箇

所においては密着性をより高めるためにコンタクトク

レイを使用する。 

設計 土砂吐ゲート断面の選定に

ついて示されたい。 

土砂吐ゲート断面は底樋管径に対応するものを標準と

する。 
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設計 取水孔と緊急放流孔を兼用

する場合の手順を示された

い。 

3.6.3 放流孔の位置及び構造に手順を記載したので、参

照されたい。なお、取水孔と兼用する場合は、通常時の

過取水リスクがあるため、水利慣行と運用実態を踏ま

え、地元（ため池管理者）の判断を得て採否を決定する

こと。 

設計 堤体と付帯構造物の耐震設

計についてはどのように考

えているか。 

堤体：レベル 1地震動に対し、震度法で全体安定を照

査する（設計指針「ため池」P.54）。 

液状化の可能性が認められる場合(FL 値≦1.0)は、

ALID による静的 FEM 解析を追加実施して沈下・変形

を評価する。評価結果が許容沈下量以下であれば沈

下・変形を考慮しない堤体断面で安定計算を行う。許

容沈下量を超える場合は対策工を検討・反映し、許容

沈下量以下を確保したのちに堤体の安定計算を行う。 

 

洪水吐工：側水路型洪水吐の流入部等、特に重要な構

造物の設計に当たっては、レベル 1地震動に対し、震

度法で照査する（設計指針「ため池」P.92）。 

 

底樋工：横断方向はレベル 1地震動に対し、応答変位

法で照査する。縦断方向の検討が必要な場合は、基礎

地盤を良好かつ均質とする設計を前提に、弾性床上の

梁モデルで解析する（設計指針「耐震設計」P.114 暗

渠（ボックスカルバート））。 

 

まとめ：対象構造により計算手法は異なるが、いずれ

もレベル 1地震動に対する照査を基本とする。 

 

設計 ALID の許容沈下量を「堤頂

と常時満水位の標高差」と

規定しているが、液状化対

象土層の厚さが当該差未満

であった場合でも、ALID ま

で実施する必要があるか 

本県では静的 FEM 解析（ALID）による検討事例がな

く、液状化対象土層の沈下が非液状化土層に与える影

響に加え、非液状化土層自体の沈下が総沈下に与える

影響も不明確である。このため、当面の間は、液状化

対象土層の厚さにかかわらず、FL値が 1 以下となっ

た場合は ALID を実施し、評価にあたっては、液状化

層に起因する沈下と非液状化層に生じる沈下の双方を

総沈下として取り扱う方針とする。 
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設計 小規模ため池整備基準の取

扱い如何。 

補助事業によりため池改修を行う場合にあっては、小

規模ため池整備基準は適用しない。 

ただし、単県農山漁村整備事業によりため池改修を行

う場合は同基準を適用することも可能とする。 

取扱いの詳細については、平成 19年 5月 25 日付け農

村整備課長通知「小規模ため池整備基準の改正につい

て」及び、ため池整備事業実施の手引（平成 19年６

月）第 15章によること。 

その他 想定被害額の算定方法を示

されたい。 

事業効果の算定等に係る被害額算定方法の詳細につい

ては、ため池整備事業実施の手引（平成 19 年６月）

第 3章 3-6 想定被害調査によること。 
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